
藤沢市地域公共交通会議設置要綱（案） 
 
 

 

（目的及び設置） 

第１条  本市は，道路運送法施行規則（昭和２６年運輸省令第７５号）の第９条の

２の規定及び「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づき，藤

沢市地域公共交通会議（以下「交通会議」という。）を設置する。 

 
（協議事項） 

第２条  交通会議は，前条の目的を達成するため，次に掲げる事項を協議するもの

とする。 

（１）藤沢市の地域公共交通施策に関する事項 

（２）地域のニーズに即した乗合運送サービスの運行形態，サービス水準，

運賃等 

（３）その他交通会議が必要と認める事項 

 

（構成） 

第３条  交通会議は，委員２０人以内で構成する。 

 

（委員） 

第４条  交通会議の委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱し，又は任命す

る。 

（１）市民 

（２）一般乗合旅客自動車運送事業者その他の一般旅客自動車運送事業者及

びその組織する団体 

（３）一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体 

（４）関東運輸局長又はその指名する者 

（５）学識経験のある者 

（６）神奈川県警察 

（７）市職員 

（８）道路管理者、その他の交通会議の運営上必要と認められる者 

 
（任期） 

第５条  委員の任期は，２年間とする。ただし，再任を妨げない。 

２ 前項の規定にかかわらず，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

 

（会長等） 

第６条  交通会議に，会長及び副会長を置き，委員の互選によりこれを定める。 

  ２  会長は，交通会議を代表し，会務を総括する。 

  ３  副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたとき

は，その職務を代理する。 

報告資料４ 



 
（会議) 
第７条  交通会議は会長が招集し，会長がその議長となる。 

２  交通会議は，委員の過半数の出席がなければ，会議を開くことができない。 
３  交通会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 
４  第２項の規定に関わらず，会長は，特に必要があると認める場合は，交通

会議を書面により開催することができる。この場合における前項の規定の適
用については，前項中「出席委員」とあるのは「委員」とする。 

５  会長は，会議の運営上必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に
出席させ，その説明又は意見を聴くことができる。 

 

（庶務） 

第８条  交通会議の庶務は，計画建築部都市計画課において処理する。 
 
（協議結果の取扱い） 

第９条  交通会議において協議が調った事項について，関係者はその結果を尊重し，

当該事項の誠実な実施に努めるものとする。 
 
（雑則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか，議事の手続きその他審議会の運営に関し必

要な事項は，会長が交通会議に諮って定める。 
 
附 則 

この要綱は，平成２５年３月２５日から施行する。 

平成２６年３月２５日から施行する。 

平成２７年 月  日から施行する。 



<参考>藤沢市交通アクションプラン 

（「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づく「地域公共交通網形成計画」） 

交通アクションプランの体系 

藤沢市交通アクションプランでは、藤沢市交通マスタープランに位置づけられている中短

期に取り組む主要プロジェクトに基づき、戦略施策を設定します。 
次に、藤沢市交通マスタープランに掲げる各基本方針の展開する交通施策に基づき、戦略

施策の基本方針との関連性を整理するとともに、戦略施策を「公共交通」、「歩行者・自転車」、

「道路」、「交通結節点」の 4 つに分類します。このように戦略施策を分類し、基本方針との

関連性を明確にし、実施することで、大きな効果の発揮を狙います。 
また、藤沢市交通アクションプランは、「都市・地域総合交通戦略要綱（国土交通省）」に

基づく「都市・地域総合交通戦略」及び「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に

基づく「地域公共交通網形成計画」として位置付けることから、それぞれの計画の目的等に

沿って、戦略施策をアクションプランに位置付けることとします。 

 

 

＜都市総合交通戦略とは＞ 

 都市・地域総合交通戦略（以下「総合交通戦略」という）は、進展する少子・超高齢社

会への対応、交通渋滞の緩和、交通に起因する環境負荷の低減等のため、過度に自動車利

用に依存すること無く、徒歩、自転車、公共交通等の各モードが連携し適切な役割分担の

もと、都市・地域が抱える多様な課題に対応すべく、交通事業とまちづくりが連携した総

合的かつ戦略的な交通施策の推進を図るものであり、魅力と活力があふれる都市・地域の

整備を行うことを目的としている。 
 位置付けられる施策は、歩行者施策、自転車施策、公共交通施策、自動車施策、交通結

節点施策等の交通の手段に関する施策からソフト施策まで幅広く、それらを組み合わせて

施策パッケージを構築するとしている。 

 
＜地域公共交通網形成計画とは＞ 
 我が国では、本格的な人口減少社会において、地域社会の活力の維持・向上に不可欠な

地域公共交通の維持が大きな課題となっていることから、地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律を改正（2014 年（平成 26 年）11 月 20 日施行）。 
地域公共交通網形成計画は、その法律に基づき、地方公共団体が中心となり、コンパク

トシティ実現に向けたまちづくりと連携し、地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワ

ークの再構築をめざすための計画であり、「地域にとって望ましい公共交通網のすがた」

を明らかにするマスタープランとしての役割を果たすもの。 
位置付けられる施策は、バス、鉄道、交通結節点等の地域公共交通ネットワークの再構

築に関する施策（ソフト施策を含む）としている。 
また、地域公共交通網形成計画に基づき実施する事業としては、面的な公共交通ネット

ワークを再構築するための事業の「地域公共交通再編事業」等がある。 
 



藤沢市交通アクションプランでは、藤沢市交通マスタープランに位置づけられている中短

期に取り組む主要プロジェクトに基づき、戦略施策として 18 施策を設定します。 
４つの分類別には、「公共交通」が 6 施策、「歩行者・自転車」が７施策、「道路」が２施

策、「交通結節点」が３施策となっています。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 都市・地域総合交通戦略に該当する施策 

※2 地域公共交通網形成計画に該当する施策 

※3 都市・地域総合交通戦略及び地域公共交通網形成計画に該当する施策 

 

交通結節点 歩行者・自転車 道 路 公共交通 

戦略 3-2.  ※1 

都市計画道路など

の整備 

戦略 3-1.  ※1 

広域的な道路ネッ

トワーク網の整備

促進 

 戦略 2-2.  ※1 

歩行環境の整備 

（駅周辺地域） 

戦略 2-3.  ※1 

歩行環境の整備 

（居住地域） 

戦略 2-5.  ※1 

自転車利用環境の

整備（とめる） 

戦略 2-6.  ※1 

自転車利用環境の

整備（つかう） 

戦略 2-7.  ※1 

自転車利用環境の

整備（まもる） 

る

戦略 2-1.  ※1 

歩行環境の整備 

（災害時の対応） 

戦略 2-4.  ※1 

自転車利用環境の

整備（はしる） 

る

戦略 1-6.  ※3 
公共交通等の 
利用促進 

戦略 1-1.  ※1 
いずみ野線の延伸
による鉄道網の整
備・充実 

戦略 1-2.  ※3 
（仮）新南北軸線へ
の新たな交通シス
テムの整備推進 

戦略 1-3.  ※1 
片瀬・江の島周辺に
おける新たな公共
交通の検討や駅前
広場等の交通機能
の確保 

戦略 1-4.   ※2 
バス路線の確保・充
実・再編 

戦略 1-5.  ※2 
地域公共交通(乗合
タクシー等)の導入 

戦略 4-1.  ※3 

交 通 結 節 点 の 整

備・充実 

 

戦略 4-2.  ※3 

藤沢駅周辺地区再

整備構想・基本計画

に基づく事業の推

進 

戦略 4-3.  ※1 
（仮）村岡新駅 
設置による鉄道網
の整備・充実 
 


